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就職活動成功要因としての就職意識
大学生調査の分析
永　野 仁
はじめに
　近年，大学生の就職率（卒業者に占める就職者の割合）は，低下してきて
いる。例えば，1990年代初頭には80％以上であった就職率は，2004年3月
末卒業生では，その前年より若干増加したものの55．8％であり，就職する卒
業生は6割に満たないという状態である（文部科学省「学校基本調査」）。もっ
とも，大学生の卒業後の進路は就職のみではないので，就職率の低下そのも
のを直ちに問題にする必要はない。実際，卒業後，大学院に進学したり，税
理士等の資格取得の準備をする人も増えてきている。しかし筆者の試算では，
大学卒業者の約20％ωは就職を希望したが結局就職を諦めた人で，卒業時
点で進路の目標も明確ではない人である（永野2004，pp．6－7，）。職業能力
の多くは，実際には就職後の職業経験を通じて獲得されていることを考慮に
入れれば，かなりの数の大学生が就職を希望しながらもそれに失敗し就職を
諦めているという現実は，本人にとっては勿論のこと，国民経済的に見ても
大きな問題である。
　しかも問題はこれに留まらない。俗に「七・五・三」と言われているが，
新規学校卒業者で就職した人のうち3年以内に離職する人の割合が，中卒で
7割，高卒で5割，大卒でも3割に達している（厚生労働省2003）。ここで
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も離職そのものを問題にするのは，早計である。離職により，より良い仕事
に結びつく可能性が否定できないからである。しかし，卒業時の就職が希望
どおりにならなかったために，短期間で離職せざるを得なくなったのならば，
卒業時の就職活動の改善を促すことが必要である。それにより，卒業後ただ
ちに，希望の就職ができる可能性が高くなり，離職に伴うコストを削減でき
るからである。
　ところで最近，上記のような状態にある大学生の就職状況を改善するため
に，大学生自身の職業意識・就職意識に働きかける活動を展開する大学が増
えつつある。そもそも，このような意識の違いは就職活動の成否に，どの程
度影響を及ぼすのだろうか。就職活動が人間が行なう活動である以上，意識
がその成否に影響を及ぼすことは想像に難くないが，成否に影響を及ぼす要
因には，他に様々なものがあるはずである。そのような他の要因との関係を
考慮しながら，意識の影響を分析する必要がある。
　筆者は，大学生の就職活動の成功要因に関しては，既に，主として客観的
な要因の作用を分析した結果を公表している（永野2002；永野2004，第5章）。
その分析に，意識面の要因を加味すれば，上記の課題は解明できるだろう。
　そこで以下では，まず，この課題に関連するこれまでの分析結果を簡潔に
紹介する。次いで，筆者が既に公表した分析を紹介し，その分析に意識とい
う主観的な変数を加味するとどうなるかを分析する。そしてそれらを通じて，
大学生の就職活動における意識の作用や，それに対する働きかけに関する影
響を考察していく。
1．これまでの研究
（1）意識を強調する調査結果
就職活動に成功するための条件には，様々なものが想定できるが，それを
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概観するために最も良く用いられる方法は，それを当事者に直接，質問紙調
査（アンケート調査）などで問うという方法である。具体的には，就職活動
を行なった大学生に就職成功の理由を尋ねたり，あるいはそのような大学生
の採用企業に採用した理由を尋ねたりする方法である。
　このような方法によるもので，標本数が多く最も代表的と言えるものは，
厚生労働省「雇用管理調査」である。この調査では，大学生採用企業に採用
時の重視事項を尋ねているが，その最近年の調査結果が図1である。圧倒的
に「熱意・意欲」を重視したという回答が多くなっていて，「学業成績」や
「専門的知識・技能」を重視したという回答は少ない。
　このような回答傾向は，当事者に直接尋ねるという調査方式をとった場合
には，ほぼ共通して見られる特徴である。例えば，筆者たちの質問紙調査②
では大学生のみならず，企業や，企業の若手大卒社員という，立場の異なる
三者に，ほぼ同様の質問をしているが，結果は次のようであった。十数項目
図1大学生・大学院生採用時の重視事項
　　　　　　　　　　　　　　　　M．A．3つまで回答（％）
　　　0　　　　　10　　　　20　　　　30　　　　40　　　　50　　　　60　　　　70
　　　専門的知識・技能
　　　　一般常識・教養
　　　　　　学業成績
　　　　創造性・企画力
　　　語学力・国際感覚
　　　　理解力・判断力
　　　　行動力・実行力
　　　　　熱意・意欲
コミュニケーション能力
　協調性・バランス感覚
　　　　　健康・体力
　　　　　　　その他
　　　　　　　無回答
　出所：厚生労働省「雇用管理調査（平成16年）」
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からなる選択肢のうち回答の多い上位3項目は，多少順位の異同はあるもの
の3つの調査とも，「性格・人柄」，「熱意・意欲」，「考え方や価値観」であ
り，他方，「学業成績」，「専門知識」，「出身大学」という項目は，いずれも
回答が少ない項目であった。
　これらの結果を要約すれば，「熱意・意欲という就職に対する意識こそが，
就職活動成功の要因」となる。それを素直に読めぱ，就職に成功するために
は，大学生は勉学に励む必要はなく，また出身大学も考慮されないので，高
校生も勉学に励む必要がないということになる。それらの項目に対する回答
は少なかったからである。本当に出身大学や成績は，就職に無関係なのだろ
うか。能力主義や実力主義が喧伝されている現在，能力や実力に関連の深い
出身大学やそこでの成績が重視されないというのも理解しがたい。
②　計量的手法による分析
　上記とは異なり，経済学や社会学の分野では，就職活動の成否に及ぼすい
くつかの要因を考慮し，それぞれの要因と成否の関係を計量分析により統計
的に推測するという分析が行われてきている。そのような分析では，上述の
記述統計では成功要因と見なされていなかった「大学での成績」や「出身大
学」の影響が議論されることが多い。というのは，この2つの変数の及ぼす
影響に関しては，経済学では以前から，教育のもつ2つの機能，育成機能
（人的資本理論）と選別機能（シグナリング理論）を巡る議論が展開されて
きているからである③。
　そのような「大学での成績」や「出身大学」の就職活動の成否に及ぼす影
響を分析したと見なせるものに，渡辺（1987），樋口（1994），安倍（1997），
平沢（1995），濱中（1998），および梅崎（2004）などがある。このうち，渡
辺（1987）と樋口（1994）は，入試難易度（偏差値）が高い大学の学生ほど，
就職に成功する割合が高いことを明らかにしたものである。しかし，安部
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（1997）の分析によると，むしろそれは出身大学のもつ選別機能ではなく，
その大学の育成機能の結果であると言う。他方，平沢（1995）と濱中
（1998）は，独自の質問紙調査のデータを用い，「大学での成績」ではなく
「出身大学」によって成否が決定することを見出している。また，ある国立
大学の卒業生に対する質問紙調査を分析した梅崎（2004）は，「大学での成
績」が良かった人と，「早くから就職について考え始めた人」が，就職活動
に成功するとしている。
　このように，これまでに「出身大学」と「そこでの成績」の就職に及ぼす
影響に関していくつかの推計が行なわれているが，一致した見解には到達し
ていない。しかも後述するように，実は従属変数である就職活動の成否の識
別に関しても，統一されてはいない。
2．本稿の前段となる研究と本稿のプラン
（1）前段となる研究
　前節で紹介した研究動向を踏まえながら，筆者たちの研究グループωは，
既述した質問紙調査を実施し，その分析を進めている。その中で永野
（2002）は，いくつか実施した質問紙調査のうち，25大学1，143人の文科系
の大学4年生に対する質問紙調査⑤のデータを用いて，就職活動の成功要
因を推計した。なお以下では，煩雑さを防ぐために，この調査のことを「大
学生調査」と呼ぶことにする。
　ところで前述のこれまでの研究のほとんどは，大企業や人気企業に就職す
ることを，就職活動の成功と見なしていた。しかし，そのような企業への就
職を希望する人が多いことは否定できないものの，企業規模のような外的な
基準で成否を決定すること自体に，疑問を感じざるを得ない。そのような中
で，梅崎（2004）は調査回答者の就職先企業の本人にとっての志望順位が高
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い場合を成功と見なして分析した。各調査回答者の内的な基準（主観）に基
づくもので興味深い方法である。というのは，価値観の多様化が叫ばれる現
在，成否は他人が決定するのでなく，本人が自らの考えにもとづき決定せざ
るを得ないと思えるからである。しかし，この志望順位という変数では，そ
れほど多くの段階に変数を分けることは不可能であるし，活動中に新たな企
業と遭遇し志望順位も入れ替えるという就職活動のダイナミックな側面を反
映しにくい。
　他方，永野（2002）は，調査回答者自身が100点満点で採点した「就職活
動に対する自己評価点」を従属変数として用いた。就職活動の成否は本人が
判断せざるをえないこと，この変数が他の変数（就職先の企業属性，就職活
動に対する満足度など）の動向から見て就職活動の成功度を示す変数として
適切と思えたこと，およびこの変数を用いると就職活動を途中でやめた人も
含めた分析ができるということを考慮したからであった。
　そして永野（2002）は，就職活動を行なった人（途中でやめた人や，調査
時点で終了してない人も含む）を分析対象として（6），成功要因を分析した。
その際，最初の説明変数として用いたのは，これまでの研究動向を踏まえ，
学部別偏差値で示した「大学入試難易度」，優の割合で示した「大学での成
績」，および「女性ダミー」であった。その推計結果が，表1の（1）である。
（1）からわかるように，「大学入試難易度」が高い大学の学生ほど，また「大
学での成績」が良い人ほど，就職活動に成功している。大学教育には，育成
機能と選別機能の2つが備わっていることを示している。
　さらに永野（2002）は，より説明力のあるモデルとするために，いくつか
の説明変数を追加し分析した。追加したのは，より広範な大学教育の内容を
反映させるために，共にそれへの参加があった場合に1となる「ゼミナール・
ダミー」と「サークルや部活・ダミー」の2変数に加え，就職活動そのもの
を示す変数として，「資料請求企業数」，「自己分析の良否」，「自己表現の良
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　　　　表1就職活動成功要因の推計（1）
従属変数：大学生の「就職活動に対する自己評価点」
（1》 （2） （3》
定　　　数
37．688＊＊＊
i6．676）
　2．234
i．433）
35，833＊＊＊
i6．252）
大学入試難易度
　．412＊＊＊
i3．951）
　．142
i1．566）
　．194＊
i1．792）
大学での成績
　1．246＊＊＊
i3。188）
　．646＊＊
i1．971）
　1。080＊＊＊
i2，777）
　　女性ダミー
i女性＝1，男性＝0）
一2．145
i1．061）
　．807
i．476）
一2．935
iL467）
資料請求企業数 一
　．044＊＊＊
i4．123）
　．055＊＊＊
i4．406）
自己分析の良否 一
　5203＊＊串
i4．982） 一
自己表現の良否 一
10．882＊＊＊
i11．090） 一
ゼミナール・ダミー
i参加＝1，非参加＝0） 一
　3．944＊＊
i2．085）
　5．802＊＊
i2．584）
サークルや部活・ダミー
i参加＝1，非参加＝0） 一
　2．709
i1．551）
　6．733零＊＊
i3．266）
自由度調整済R2
@　　F
@　　π
．024
W．389＊＊＊
W84
　．343
T7．350＊＊＊
@864
　．074
P2．601＊＊＊
@867
　注1．　＊”は1％，’＊は5％，＊は10％の各水準で有意なことを示す。
　　2．　（）内はt値。
　出所：（1）と（2｝は，．永野（2002）。
否」の3変数であった。その分析の結果が表1の（2＞である。（1）で有意であっ
た「大学入試難易度」は有意でなくなり，新しく投入した変数は，「サーク
ルや部活・ダミー」を除いて，有意となった。
　この結果から，入試難易度の高い大学の学生の方が就職活動に成功するも
のの，そのような大学教育の選別機能の影響は，ゼミナールに積極的に参加
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したり，あるいは就職活動を熱心に行なうことにより，
と結論付けた。
なくすことができる
②　本稿の基本モデル
　永野（2002）の結論は，大学生がとるべき方向を示すという実践面での貢
献も期待できるものであるが，分析上，気になる箇所がある。それは，新た
に追加された変数のうち，就職活動そのものを示す変数として投入された
「自己分析の良否」と「自己表現の良否」についてである。就職活動そのも
のにどのように取り組んだかということは，成否に関連する要因としてとり
あげることは妥当と思えるが，この2つはそれぞれ，就職活動において「自
己分析」や「自己表現」を，「うまくいった」から「うまくいかなかった」
までの4段階で問うた結果であることが，気になるところである。というの
は，これらは評価を尋ねた設問であるので，尋ねる範囲が異なり回答方法も
異なる設問ではあるが，従属変数の「就職活動に対する自己評価点」と類似
の回答となるかもしれないからである。類似の回答となった場合は，この2
つを説明変数として用いることは適切ではなくなる。そこで，慎重を期すた
めに，この2つの変数を除いて計測を行なったものが，表1の（3）である。
　表1（3）の結果は，（2）とは異なり，「大学入試難易度」が有意で，「サークル
や部活・ダミー」も有意である。このうち前者に関しては，確かにこの変数
は有意であるものの10％水準であり，（1）と比べれば，その説明力が低下し
ていて，②との類似性が見出せる。すなわち，ゼミなどへの参加や，就職活
動への熱心な取り組みは，大学教育の選別機能を弱あると理解できる。他方，
後者の「サークルや部活・ダミー」に関しては，これらの活動によって交友
関係を広げたり新たな体験をしたりすることが，結果として就職活動の成功
につながるというこの結果は，むしろ理解しやすいものである。つまり（3）の
結果は，充分にその意味が理解可能である。
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　そこで本稿では，この（3）を基本モデルとして，それに就職意識に関わる変
数を付加していくことにする。なお，以下の分析に用いるデータは，当然の
ことながら，筆者たちの「大学生調査」のデータである。
3．クロス表で見た意識の違いの影響
（1）分析の意図
　職業意識や就職意識が就職活動に影響しそうなことは，既述したように，
質問紙調査などで当事者に直接尋ねると，「熱意・意欲」を示す項目が上位
に登場することからも窺うことができる（7）。
　このような意識の問題は，当然のことながら心理学の分野では分析が行な
われてきている。例えば，エリクソン（1980）の「アイデンティティ形成と
職業決定のモデル」を援用した下山（1986）は，就職を躊躇する「職業未決
定」という心理状態をさらに細分化し，その発生のモデル化を図っている。
そして，それぞれの心理状態にどのようなカウンセリングが必要かなど，実
践的な提言も行なっていて興味深い。このような分析には，それが専門領域
であるので当然と言えば当然だが，精緻なモデルを構築し厳密な計測を行なっ
ているという強みがある。しかし，分析の範囲は意識状態の決定やその分析
に留まり，意識状態と実際の就職活動やその成否との関連が検証されてはい
ないように見受ける。
　そこで，以下では筆者たちが「大学生調査」で用いた簡単な就職意識につ
いての設問をもとに，就職意識と就職活動の成否についての分析を行なう。
この方法による意識そのものの計測は，心理学の分析と比べればはるかに単
純化されたもので，それゆえ厳密さに欠けるかもしれない。しかしその単純
さゆえに，応用可能性が高く，他の変数との関係も容易に見ることができる
という優れた点があると言えよう。
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②　就職意識の設問
　「大学生調査」で用いた就職意識に関する設問は，「今年度（4年次）の4
月頃の就職に対する意識は，どのようなものであったか」を尋ねるというも
ので，その結果が図2である。「是が非でも今年度中に決めたいと思った」
という強い意欲を示す回答の人が最も多く47．8％を占めたが，「別に今年度
内でなくとも，就職できれば良いと思った」も10．4％を占めた。就職を決め
る学年（4年生）になったからといって，就職を決意するには至らない人も
少なくないことがわかる。
　このままの区分では煩雑になるので，以下では，無回答を除き，「是が非
でも今年度中に決めたいと思った」と，それ以外の回答グループに二分し，
意識の影響を見ていくことにする。その際，前者を「是が非でも」グループ
と呼び，後者を「それ以外」グループと呼ぶ。なお，この2グループ別に男
性の割合を見ると，前者は73．4％，後者は70．4％で，男女比にほとんど違い
はなかった。
図2　4月頃の就職意識：n；1，143
　　特に就職しようとは
　　考えなかった
　　　　10．4％
轍醗た
　　　　　今年度中に決まれば
　　　　　良いと思った
　　　　　　　　27．8％
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無回答
0．8％
是が非でも今年度中に
決めたいと思った
　　　47．8％
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　ところで，大学4年生の全てが民間企業への就職活動を展開するわけでは
ない。調査では，調査時点（4年生の12月から1月）の就職活動の状況を
問うているので，それを上記のグループ別に見た結果を表2に示した。「是
が非でも」グループでは，ほとんどが「行なって，既に終了」と答えている
が，「それ以外」グループでは，それは43．7％に過ぎず，「行なわなかった」
が28．4％と多くなっている。就職活動を行なわなかった人には，その活動の
内容やそれに対する評価は尋ねていないので，そのような人はこれ以降の分
析から除外されることになる。そこで，ここで民間企業への就職活動を行な
わなかった人の，進路を見ておこう。
　それを上記のグループ別に見ると，図表は省略するが，「是が非でも」で
は「公務員になる」が57．9％を占め，「民間企業へ就職する（15．8％）」がそ
れに続いた。ここで，就職活動を「行なわなかった」が「民間企業へ就職す
る」という人がいるのは，親類や知り合いの企業に就職するので，特別の就
職活動をしなかったようなケースであろう。ともあれ，「是が非でも今年度
中に決めたいと思った」人は，民間企業への就職活動を「行なわなかった」
人も含め，ほとんどが就職を決あていることがわかる。それに対し，「それ
以外」のグループでは，「国家試験の準備をする（20．4％）」，「大学院に進学
や留学する（15．0％）」，「公務員になる（13．8％）」と分散し，「未定（12．6％）」
表2　調査時点の「民間企業への就職活動の状況」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
是が非でも それ以外
（η＝487） （η＝254）
行なって，既に終了 89．9 43．7
行なったが，途中でやめた 2．9 17．3
行なって，継続中 3．7 10．2
行なわなかった 3．5 28．4
無回答 一 0．3
計 100．0 100．0
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や「フリーターになる（9．6％）」という人も無視できない割合を占めてい
た。同じ就職活動を「行なわなかった」人ではあるが，就職意識が異なると，
卒業後の進路も異なると言えよう。
㈲　クロス分析
　では，民間企業に就職活動をした人に限定して，上記2つの就職意識の違
いによって，その活動がどう異なるかを，クロス分析により見てみよう。
　まず，内定の獲得状況である。表3の第1行には，調査時点までに内定を
獲得している人の割合を示してある。第2行は，そのような内定獲得者の内
定企業数である。「是が非でも」グループの方が，内定の獲得状況は良好で
ある（内定企業数：p＜0．001）。なお，この表の第3行には計測の基本モデ
ルの従属変数である「就職活動の自己評価点」も示してある。内定の獲得状
況を反映してか，「是が非」グループの方が自己評価点が高くなっている
（p〈0．001）。
　実際の就職先には，両者に違いがあるのだろうか。結果は，表4である。
表の上段には，就職先の「業界内での位置」に対する回答を示してある。
「是が非でも」の方が，「トップグループ」という回答が多い。中段の「従業
員規模」の回答からは，「是が非でも」の方が，大企業を就職先とする人が
多いことがわかる。また下段は，その就職先での勤続希望を尋ねた結果であ
る。いずれも1／3以上が「わからない」と答えているものの，「是が非でも」
の方が，長期勤続を考えている人が多い。
　　　　　　　　　　　　表3　就職意識と就職成果
是が非でも それ以外
「内定有り」の割合 93つ％（η；527） 66．1％（η＝419）
内定企業数 2，08社（σ＝1．39，η＝489）1．74社（σ＝LO4，η＝274）
就職活動の自己評価点 70．12点（σ＝22．86，π＝520）55．19点（σ＝27．63，π＝403）
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　表4　就職意識と就職先企業
（％）
是が非でも それ以外
（η＝487） （η；254）
トップグループ 45．8 36．6
中堅企業 36．6 39．0
業界内での位置 比較的下位の企業xンチャー企業
6．0
T．7
8．7
U．3
その他 3．9 7．5
無回答 2．1 2．0
計 100．0 100．0
5，000人以上 25．1 13．8
1，000～広999人 30．0 28．7
500～999人 12．3 13．8従業員規模 100～499人 2L6 24．8
99人未満 8．6 15．3
無回答 2．5 3．5
計 100．0 100．0
5年未満 8．6 17．3
5～10年未満 19．9 26．8
10～20年未満 13．3 7．1勤　続　希　望 20年以上 22．6 ll．8
わからない 34．3 36．2
無回答 1．2 0．8
計 100．0 100．0
　これらのいずれも，それだけでどちらのグループが良いのかを示している
わけではない。しかし，一般的に考えられている志向性（例えば，大企業志
向）から解釈すれば，「是が非でも」の方が，志望先就職先や良い就職先に
進む傾向が強いと言えそうである。ちなみに，就職先に対する満足度を5段
階で問い，点数が高い方が満足殿が高くなるように1～5点に点数化すると，
「是が非でも」は4．12（σ＝0．95，n＝481），「それ以外」は3．90（σ＝0．99，
n＝250）となり，前者が高くなった（i）＜0．01）。
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　以上の結果から考えると，「是が非でも」という意識グループの方が，「そ
れ以外」のグループより，就職活動に成功しているようである。ただしこの
結果は，両者を単純に比較しただけのものである。他の変数との関連も考慮
した分析が必要である。
（4）就職を意識した時期
　ところで，最近は大学入学と同時に，職業キャリアについての教育を実施
する大学もある（8）。そのような教育が実際にどの程度効果があるかは，厳密
に検証されているわけではないが，自らの問題として就職を考えることが，
就職活動を成功させるためには不可欠である。調査では，「就職を自分の問
題として意識するようになった時期」も問うている。
　表5は，上述の就職意識別に，その回答を見たものである。全体としては，
「大学3年生」の時に，意識するようになった人が多いことがわかる。両グ
ループの違いは，「是が非でも」では「大学3年生」という回答の集中度が
より高く，「それ以外」では「大学4年生」という回答が23．9％と多くなっ
ていることである。就職活動は4年生になる前に本格化していることを考え
ると（9），「それ以外」グループでかなり多かった4年生の時に就職を意識し
表5　就職を意識した時期
（％）
是が非でも それ以外
（η＝527） （π＝419）
大学入学以前 8．0 5．3
大学1年生 1．7 1．2
大学2年生 8．5 8．4
大学3年生 69．3 57．3
大学4年生 11．8 23．9
特に意識していない 0．8 4．1
計 100．0 100．0
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たというパターンは，遅すぎではないのだろうか。他方，「大学入学以前」
に就職を意識した人も少なくないが，このような早期の意識化は就職活動の
成功に結びつくのだろうか。
4．就職成功モデルによる計測
　前節のクロス表による分析は，就職意識の違いが就職活動の成否に影響を
及ぼすことを予想させるものであった。また，就職を意識した時期の違いの
影響はどうかということにも，関心を抱かせるものであった。
　そこで，既述した基本モデルに変数を追加し，重回帰分析による就職活動
の成功要因の計測を行なう。データは既述したように「大学生調査」のデー
タで，従属変数は，これも既述したように「就職活動の自己評価点」である。
　基本モデルの3つの説明変数に新たに追加する変数は，「是が非ダミー」
と，「意識の時期ダミー」である。このうち前者は，前節のクロス表で「是
が非でも」グループであった場合に1，「それ以外」グループであった場合
に0となるダミー変数である。後者の「意識の時期ダミー」は，どの時期に
就職を意識することが適切かをみるたあに投入する変数である。回答の多かっ
た「大学3年生」を基準とし，それ以外の回答それぞれについて，それぞれ
に該当する回答をした場合が1，それ以外が0となるダミー変数を5つ作成
し，投入する。
　計測の結果が，表6の（4）と（5）である。（4）が「是が非ダミー」のみを追加し
た場合で，⑤は，それに「就職の時期ダミー」も加えた場合である。「是が
非ダミー」は，どちらでも正で有意である。「是が非でも就職を決めたい」
という意識になることは，就職活動の成功につながるようである。しかも興
味深いことに，基本モデル（表1の⑧）では，説明力が低下したものの依然
として有意であった「大学入試難易度」が，「是が非ダミー」を入れると有
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　　　表6　就職活動成功要因の推計（H）
従属変数：大学生の「就職活動に対する自己評価点」
（4） （5） （6》
定　　　数 33．932＊＊＊i6．075）
34．611＊＊＊
i5．986）
33．718＊＊＊
i6．070）
大学入試難易度 　．155i1．477）
　．156
i1．485）
　．148
i1，413）
大学での成績 　．855料i2．260）
　．836＊＊
i2．214）
　．821料
i2．181）
　　女性ダミー
i女性篇1，男性＝0）
一L691
i．868）
一2．045
i1．054）
一1．767
i．912）
資料請求企業数 　．044＊＊＊i3．542）
　．040艸零
i3．208）
　．043＊＊零
i3．495）
ゼミナール・ダミー
i参加＝1，非参加＝0）
4．865寧寧
i2．229）
4．444＊＊
i2．031）
4．850＊＊
i2234）
サークルや部活・ダミー
i参加＝1，非参加＝0）
5．379＊＊＊
i1．551）
5．444＊＊＊
i2．728）
5．249＊＊＊
i2．628）
　　　　是が非ダミー
i是が非でも＝1，それ以外＝0）
12．662＊＊＊
i7．292）
11．949＊＊＊
i6．838）
12．707＊＊＊
i7．358）
　　意識の時期ダミー
C曾層9曾曽　　　　　，，，曾曾曹▼幽@　　大学入学前
i入学前＝1，それ以外＝0）曾曾曾，9，
　　　　　　　，，P雫9曽曹噛噛@　　　大学1年生
i1年生の時＝1，それ以外＝0）
　　　，曾・「曾層曾@　　　大学2年生
i2年生の時＝1，それ以外＝0）
　4．382
@（1．291）
@11．180＊
@（1．696）
@7．952＊＊＊
@（2．658）
|2，212
@（．931）
|13．333＊＊
@（2．319）
@一
　　　，曾，9曾9@　　　大学4年生
i4年生の時＝1，それ以外＝0）
?????????????????（???）
　，，，，・曾曾・，・，，曾曾●
@　　　　意識なし
i今でもない＝1，それ以外＝0）
　，曾曹，曹，曾曾@　　　大学1・2年生
i1。2年生の時；1，それ以外＝0）
自由度調整済R2
@　　F
@　　π
　．128
P9．087＊＊＊
@863
　．142
P2．893＊＊＊
@863
　．138
P8．200＊料
@863
注1．2．表1に同じ。
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意ではなくなっている。「是が非でも」という強い意識には，出身大学によ
る就職格差を埋める作用があることを示している。
　他方，大学3年生を基準とした「意識の時期ダミー」に関しては，「大学1
年生」と「大学2年生」が正で有意，「意識なし」が負で有意，そして「大
学入学以前」と「大学4年生」は有意でないという結果となった。このこと
は，就職を自らの問題として意識するのは，大学3年生の時というのが一般
的であったが，その時期が大学1・2年生の時になると就職に成功しやすく
なること，しかし大学入学以前にそういう意識を抱いても就職に有利になる
とは言えないことを示している。また，大学4年生になってそう意識するよ
うになったからと言って特に就職に不利になるとは言えないが，そのような
意識を抱かない場合には，就職に成功しにくくなることを示している。
　大学1・2年生の時に就職を自分の問題として意識することが重要という
結果なので，それを確認するたあに，大学1・2年生の時にそのような意識
を抱いたという場合に1，そうでない場合に0となるダミー変数を入れた結
果が，表6の（6）である。このダミー変数は正で有意であることから，確かに
そう言えることがわかる。
5．要約と提言
　大学生の就職状況は，一時の最悪期を脱したものの，依然として厳しいも
のがある。そのような状況の中で，就職活動に成功する要因は何だろうか。
この点を明らかにするために，本稿では，「出身大学」や「大学での成績」
などの客観的な要因に着目した永野（2002）で用いた基本モデルに，新たに
大学生自身の意識という要因を加えて分析した。ただし本稿での就職活動の
成功とは，大企業や有名企業に就職するか否かではなく，あくまでも本人が
自らの就職活動についてより高く評価することであった。
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　分析の結果，第1に「是が非でも就職を決めたい」という就職について強
い意識を抱いた場合，就職活動に成功しやすいことがわかった。このことは，
就職決定の理由として「熱意・意欲」という理由が最も強調される，当事者
に直接問う形での調査結果と，符合するものである。しかし，そのような調
査結果とは異なる側面も見出せた。そのような調査結果では決して就職決定
の理由としては強調されない「大学での成績」や「ゼミ活動」，さらに「サー
クルや部活」という大学生活の中心部分での活動も，就職活動の成功要因で
あったからである。他方，同じくそのような調査では強調されない「出身大
学」に関しては，やや複雑な結果となった。「就職意識」を考慮しない場合
には，入試難易度で見た「出身大学」の違いは就職の成否に影響を与えてい
たが，「就職意識」を考慮した場合には影響しなくなったからである。この
ことは，一見，就職活動の成否を左右しているように見える「出身大学」で
あるが，「就職意識」を高めることにより，その影響力を無くせることを意
味している6
　キャリア教育など就職意識の高揚に寄与すると思われる大学の就職支援活
動を調べた上村（2002）によると，偏差値の低い大学ほど，このような支援
活動を熱心に展開しているという。このことは，本稿の計測結果から見ると，
極めて適切な対応と言えるだろう。偏差値の低い大学は，それにより偏差値
の影響を緩和できることが期待されるからである。
　なお，このような大学4年生が「是が非でも就職」という意識を抱く割合
は，過去と比べると低下してきている（永野2004，p．94．）。上記のような
就職支援活動が，従来以上に求められてきていると言えよう。
　分析の第2の発見は，就職を自らの問題として意識するのに適切な時期は，
大学1・2年であることがわかったことである。就職を自らの問題として意
識するのは，ほとんどが大学3年生の時であったが，その少し前に意識付け
を行なうことが，就職活動に不可欠な自己分析や就職情報の収集などに良い
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作用を及ぼすのかもしれない。それゆえ，上記のようなキャリア教育等は，
大学1・2年生を対象にすることが効果的である。
　また，分析では大学入学以前にそのような意識を抱くことは，大学3年生
でそのような意識を抱くことと変わらないことも示された。医者やエンジニ
アなど社会的に専門性が確立した職業を目指す場合には，少なくともその関
連の学部に進学する必要があるので，大学入学以前には就職を自分の問題と
して考えておかなければならない。しかし，本稿の分析対象である文科系の
学生の事情は異なっているように思える。文科系の学生が実際に就職後に就
く仕事は，社会的にその専門性が確立した職業であることは少なく，それゆ
え，大学入学以前に将来の仕事をイメージするのは難しい。無理にイメージ
しようとすれば，実際の就職活動に結びつきにくいものとなり，効果的では
なくなるように思われる。ただしそのことは，いつまでも自分の就職につい
て真剣に考えなくても良いというわけではない。それを考える最適な時期は，
本稿の分析では大学1・2年生である。
　なお，本稿でこのような意識の問題を強調するのは，永野（2002）ではそ
の問題には言及しなかったからである。就職活動が成功するためには，この
ような意識面で取り組みも必要だが，同時に学業等の大学生活の中心部分に
も力を入れることも必要である。能力と意識の両面を高めることが，就職活
動を成功に導く王道である。
　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）　なお，文部科学省「学校基本調査」は，2004年3月卒業者に対する調査か
　　ら，「進学」の定義を「大学院のみならず専修学校・外国の学校等への入学者
　　も含む」ように変え，卒業者のうちの「進学も就職もしていない者の比率」を
　　集計している。それによると，その比率は20．0％である。
（2）　この調査は，明治大学就職・採用問題研究会（研究代表者：永野　仁）が実
　　施した，3つの質問紙調査である。その3つとは，卒業を直前に控えた大学4
　　年生に対する「大学生調査（2000年12月～2001年2月実施）」，上場企業等に
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　　対する「企業調査（2001年11月実施）」，および調査時点とその5年前までの
　　間に大学を卒業し企業に就職した人に対する「若手社員調査（2001年12月～
　　2002年4月実施）」である。これらについてより詳しくは，永野（2004，pp．
　　17－19．）を参照のこと。
（3）人的資本理論やシグナリング理論に関しては，荒井（1995）を参照されたい。
（4）　この研究グループは，明治大学就職・採用問題研究会である。研究プロジェ
　　クトによって必ずしも全てのメンバーが参加するわけではないが，根本孝・木
　　谷充宏・牛尾奈緒美と筆者（いずれも明治大学），および上村和申（常盤大学）
　　の5人が，そのメンバーである。その全員が関わった研究成果の1つが，永野
　　（2004）である。
（5）　この調査は，注（2）の「大学生調査」で，正式の名称は「大学生の就職活動
　　に関する調査」である。
（6）就職活動を行なわなかった人を除外しているのは，そのような人は就職活動
　　の評価ができないからである。
（7）　このことは，根本（2003）による「企業は新卒者にも即戦力を求めるように
　　なったと言われるが，その場合の即戦力とは専門知識や能力ではなく，熱意・
　　意欲などの“心”のこと」という言明からも窺うことができる。
（8）　そのような事例の代表例は，立命館大学である。また明治大学においても，
　　情報コミュニケーション学部では1年生を対象に「キャリアデザイン」という
　　授業を開講している。
（9）　ちなみにこの大学生調査では，大学生の就職活動のうち，それぞれを初めて
　　行った時期を調べているが，「会社への資料請求」は3年生の12月が初めて行っ
　　た時期のピークとなり，「会社説明会」や「OB／OG訪問」は同2月，「最初の
　　内定獲得」は4年生の5月が，それぞれピークとなっていた。永野（2004，p．
　　96）参照。
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